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Abstract 

The central purpose of this study is to examine the current status of school counseling, which aims 

to prevent the emergence of school adjustment problems in children and youth, by focusing on 

consultation for a class teacher and developmental/preventive interventions in school -settings. As a 

developmental/ preventive school counseling, the author reviews two scientific approaches: (a) 

universal prevention education, named "TOP SELF" and (b) developmental contemplative science (DCS). 

Then, this article describes contemporary views and implementations of consultation. Finally, it 

discusses that the potential for an integrative perspective on TOP SELF and contemplative approach in 

education practice and that future directions of research in consultation field. 

l. はじめに

いじめや不登校、生活習慣病など、子どもの心身

の健康に関する問題は、今日的課題の一つである。

例えば、抑うつに関する自己評定式の調査では、日

本の子どもの平均得点は、欧米のそれに比して高く、

加齢とともに上昇すること（伝田・賀古・佐々木・

伊藤・北川・小山， 2004)や、 11.6%の児童がカッ

トオフポイントを上回ることが明らかになっている

（佐藤・永作・上村・石川・本田・松田・石川・坂

野•新井， 2006) 。こうした調査結果からも示唆され

るように、学校教育において、子どもの心身の健康

を向上させる取り組みは、その重要性を増している。

わが国において、こうした子どもの心身の問題へ

の働きかけを担ってきたのが、教育相談である。こ

こ数十年の間に、教育相談に関する様々な議論が行

われてきたが、今日では、全ての児童生徒に対して、

問題が生じる前の対策を目的とした教育相談を実施

する必要性が日に日に増しているように見受けられ

る。そこで本論では特に、担任教師による学級集団

への教育相談の在り方に着目し、そうした営みにお

ける「コンサルテーション」や「開発的・予防的ア

プローチ」の重要性について論じていきたい。

2. 教育相談とは何か

2-1. 教育相談の定義

まず、本論が焦点をあてる教育相談の定義を確認

する。文部科学省 (2009)によれば、教育相談とは、

「本来、一人一人の子どもの教育上の諸問題につい

て、本人又は保護者、教職員などにその望ましい在

り方について助言指導することを意味している。言

い換えれば、子どもたちの持つ悩みや困難の解決を

援助することによって、その生活によく適応させ、

人格の成長への援助を図ろうとするものである」 (p.

5)。また、日本学校教育相談学会］は、教育相談を

「教師が、児童生徒最優先の姿勢に徹し、児童生徒の

健全な成長• 発達を目指し、的確に指導・支援する

こと」（日本学校教育相談会刊行図書編集委員会編，

2006, p. 17) と定義している。「児童生徒のいっそ

うの理解」や「組織と連携を重視する姿勢」によっ

てもたらされる「児童生徒最優先の姿勢」をもつこ

とで、「訓育（主として生徒指導）」か「相談（主と

して教育相談）」かという二項対立は解消され、両者
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は統合されると言う。

この他にも、様々な研究者や実践者による定義が

存在する。例えば、大野 (1998)は、（学校）教育相

談の機能的・実践的な側面に注目し、次のような定

義を示している。

「学校教育相談とは、児童生徒の学習面（広く学

業面を含む）、進路面（針路面を含む）、生活面

（心理社会面および健康面）の課題や問題、話題

に対して、情緒的のみならず情報的・評価的・

道具的にもサポートをするため、実践家に共通

の「軽快なフットワーク、綿密なネットワーク、

そして少々のヘッドワーク」を活動のモットー

に、「反省的実践家としての教師」というアイデ

ンテイティの下で、①すべての子どもにかかわ

り（「関わる」、狭義のカウンセリングのみでは

なく、構成的グループ・エンカウンター等のグ

ループ・ワークやソーシャル・スキル・トレー

ニング等を含む）、②早急な対応が必要な一部の

子どもとしのぎ（「凌ぐ」、危機介入や論理療法

等も含む初期対応等）」、③問題等が顕在化して

いる特定の子どもをつなげ（「繋げる」、学校内

外の機関等との作成会議を土台とする連携・協

働等）、そして、④すべての子どもがもっと退し

く成長• 発達し、社会に向かって巣立っていけ

るように、学校という時間をたがやす（「耕す、

学校づくり」）、チームによる実践的な指導・ 援

助活動」 (p.155) 

この定義においては、生活面を土台に、学習面・

進路面への指導・援助を主たる内容として、全ての

児童生徒に対して実践される、チーム単位の連携が

必要な教育実践活動として、教育相談が捉えられて

いる。

次に、一丸 (2002)は、学校教育相談を、「生徒一

人ひとりが生きがいをもって日々の生活を送り、将

来を担う一人の人としての人格形成を促そうとする

教育実践」と定義している。学校教育相談の揺藍期

に、教師がカウンセラー然りという態度や技法でカ

ウンセリング実践を行ったことが、混乱や対立を招

いたこともあり（一丸， 2002)、学校教育相談はあく

まで「教育実践」の一つであることが言明されてい

る。特に、不適応的な生徒を対象とした教育実践の

みならず、急激な変化や成長を見せる発達段階にあ

って、一時的な不適応状態を示す生徒に対する学校

教育相談は、カウンセラーではなく、教師特有の実

践として位置づけられている（一丸, 2002)。

以上、教育相談に関する複数の定義を俯廠してき

たが、問題解決を目標とする支援的な取り組みに重

きを置く立場と、人格形成を目標とする教育的働き

かけに重きを置く立場とが見受けられる。次に見て

いくように、これらの違いは、わが国の教育相談に

求められてきた役割や機能の違いから生じるもので

ある。

2-2. 教育相談の機能と今日的課題

ー丸 (2002)は、生徒の人間的成長の援助という

教育相談の目的のもと、以下の四つの課題が学校教

育相談に求められるという。第一は、不登校をはじ

め、不適応状態にある子どもへの指導・支援であり、

臨床心理学や精神医学などの専門的知識、ならびに

こうした領域の専門家との連携が求められる。第二

は、一時的な苦悩や不適応状態を示す子どもへの取

組みである。急激な発達や変化が生じる児童期や青

年期において、早期発見・対応は極めて重要となる。

そして、第三の新しい課題として、「不適応や問題行

動への予防的、開発的な取り組み」 (p.4)が挙げら

れている。従来の学校教育相談が、子どもの示す問

題行動に対する事後的な対応であったのに比して、

この取り組みにおいては、積極的なパーソナリティ

発達を促進することが目的となる。最後に一丸

(2002)は、パーソナリティ発達を促進する学校の雰

囲気や組織作りを挙げている。

学校教育相談学会においても、ほぼ同様の機能が

列挙されている（日本学校教育相談会刊行図書編集

委員会編， 2006)。第一は「開発的教育相談」で、こ

れは、「児童生徒が個性を伸ばし、社会性を身につ

け、自己実現が図れるように指導・支援する機能」

(p. 21)であり、「結果として問題行動が生じること

を防ぐ集団をつくるものとして、近年特に重視」さ

れている。従来の教育相談が、個別指導的な色合い

が強かったのに比して、子どもは集団生活の中で成

長• 発達することに着目し、集団の充実を図ろうと

するものである。次に、第二の機能として挙げられ
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るのは、「予防的教育相談」であり、問題をもつ可能

性が高い、あるいは問題行動を示し始めた児童生徒

を対象とした取組みである。第三の機能は、種々の

問題を示した児童子どもへの指導・支援を指す「問

題解決的（治療的）教育相談」である。

先に、定義を俯廠することを通して確認したよう

に、教育相談には、「既に何らかの問題行動を呈して

いる児童生徒に対して、個別指導の形態を主とした

対応」という側面と、「未だ問題行動を示していない

児童生徒も対象として、集団指導の形態を主とした

人格形成に関する教育の実施」という大きな二側面

があり、上記の機能についても、概ねこれと対応す

るものであると言える。また、その中でも、パーソ

ナリティの健全な発達や問題行動の未然防止に注目

した、後者の開発・予防的な取り組みが近年重視さ

れている点も特徴的である。

こうした開発的・予防的な教育相談の重要性は、

文部科学省 (2009)においても指摘されている。

「教育相談は、日常の教育活動とあわせて相談活

動ができることから、問題行動等の事後対応と

いう視点だけでなく、問題行動等の未然防止や

早期発見という視点、さらには、児童生徒の成

長、将来的な社会的自立という視点から取り組

み、充実を図ることが重要である。

そのためには、教育相談は、問題を抱えた児

童生徒だけではなく、すべての児童生徒を対象

とし、授業などの日常的な学校の教育活動の中

で組織的に、継続的に行うことも大事である。

スキル教育などにより、開発的・予防的な生徒

指導に取り組んでいる学校もあり、成果を挙げ

ている。」 (p.45; 下線部は原著のまま）

こうした提議にも見て取れるように、昨今の教育

相談においては、全ての児童生徒を対象に、問題の

未然防止のみならず、将来的な自立も視野に入れた

人格的成長を促進する教育的働きかけが求められて

いると言えよう。

さらにもう一点、今日的課題との関連から、教育

相談においてより求められている役割がある。それ

は、「相談関係機関」との連携である。虐待、発達障

がい、薬物、性、いじめ、インターネット関連の諸

問題など、近年の児童生徒の問題は多様化・複雑化

しており、それ故、学校はその専門性を活かしなが

らも、関係諸機関との密な連携体制を構築すること

が望まれている（中山.2001; 中島 2008)。具体的

には、「学校（教職員、スクールカウンセラー、スク

ールソーシャルワーカー、ピアフレンド、メンタル

フレンド等）」、「家庭」、「地域（教育委員会、警察、

児童相談所、民間相談機関等）」が包括的に児童生徒

を取り巻くような教育相談体制を構築することが求

められているのである（文部科学省. 2009)。

一人の教師に、関連する広範な諸問題の獲得と習

熟を求めることは現実的に難しいため、こうした諸

機関の連携を充実させていくことに異論はない。そ

の一方で、一人の児童生徒に接触し相互作用する時

間は、やはり学校の教職員に多くあてられているこ

とを考えると、その信頼関係と教育実践という専門

性を最大限に活用し、問題が深刻化する前に、学校

や学級集団で実施される教育相談を充実させていく

ことが肝要である。しかしながら、日々の多忙な校

務や児童生徒・保護者対応に追われる教員に、こう

した教育実践を研究する十分な時間があるとは言え

ないのが現状である。そのような状況を鑑みるに、

担任や教育相談担当の教員が効果的な実践を展開で

きるよう、当該教員への他の専門家からの援助、す

なわち「コンサルテーション」の果たす役割も、今

後ますますその比重を高めていくように思われる。

すなわち、全ての児童生徒が問題行動を生じる恐れ

があることを念頭に、多様化・複雑化する問題を超

克するための個人的・集団的（学級や学校）資源を

涵養するような取り組みを充実させるために、教員

同士、あるいは教育心理学や学校心理学に関連した

専門家によるコンサルテーションのより良い在り方

を模索する必要があるだろう。

3. 開発的・予防的な教育相談の実際

3-1. 教育相談の実践方法とエビデンスの問題

ここからは、開発的・予防的な教育相談の実際と、

それに関するエビデンスの問題を確認しておきたい。

まず、学校教育相談学会では、教育相談の実際的

な領域として、「学業的発達」、「キャリア的発達」、

「個人的・社会的発達」の三領域を想定している（日

本学校教育相談会刊行図書編集委員会編.2006)。こ
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のうち、「個人的・社会的発達」では、ソーシャル・

スキル教育、構成的グループ・エンカウンター、ア

サーション・トレーニング、ピア・サポート等が例

として挙げられている。他にも、例えば島崎 (2014)

は、開発的な教育相談に活用できる様々な技法を、

「自己理解（ニューカウンセリング等）」、「人間関係

を深める（アドラー心理学等）」、「自尊感情を育てる

（交流分析等）」、「課題解決を育てる（プリーフセラ

ピー等）」、「共感能力を高める（ロールプレイング

等）」、「表現力を高める（ライティング・メソッド

等）」、「自己調整力を培う（ストレスマネジメント

等）」、「相互支援を進める（コンフリクト・マネジメ

ント等）」といった 8つの領域に体系化している。

こうした心理教育的技法は、教育相談という文脈

ではなくとも、児童生徒、学生の心身の健康を維持・

増進するために様々に実践されてきたものであるが、

（往々にして公教育の）集団を対象に行われるにあた

り、個々のアプローチを採択することの妥当性やそ

の効果（教育目標の達成度合い）に関する議論にも

目を転じる必要がある。すなわち、対人援助領域に

おいてしばしば議論の対象となる「エビデンス」に

関する問題である。

例えば、医療分野などでは、「バイアスのない方法

により得られたデータを、バイアスのない方法で分

析して得られた結果」（正木・津谷， 2006,p.16)で

ある「エビデンス」を重視する、「エビデンスに基づ

く医療 (Evidence-BasedMedicine: EBM)」や「エ

ビデンスに基づく実践 (Evidence-BasedPractice: 

EBP)」が展開されてきた。教育分野に目を転じる

と、アメリカでは、 2002年に成立した「子どもを一

人も落ちこぽれにしないための2001年法 (NoChild 

Left Behind Act of 2001: NCLB法）」において、科学

的研究により有効性が認められた教育が重視される

ことになったが、背景には、従来の教育予算に見合

う程の成果（学力向上）が認められなかったことが

あるという（田辺， 2006)。学校が、国会議員、政策

立案者、市民から、全ての子どもの改善という難題

に対するアカウンタビリティヘのプレッシャーを受

ける中 (Walker,2004)、より確実に高い教育効果を

もたらす実践を、科学的研究の知見をもとに導き出

そうというのである (AmericanPsychological 

Association Task Force on Evidence-Based Practice 

fo Children and Adolescents, 2008; Cook, Smith, & 

Tankersley, 2012)。

なお、わが国においても、上述した開発的教育相

談のうちいくつかは、個々のプログラムの介入効果

が検討・検証されている。また、近年では、教養教

育レベルでの臨床心理学教育（杉浦・杉浦， 2006)、

障害児／特別支援教育（恵羅， 2007)、性感染症予防

教育（木原・木原.2004)などの分野において、エ

ビデンスに基づく対人援助や教育の必要性が説かれ

るなど、その重要性が認識され始めているのである。

こうした主張においては、教師の個人的選好や経

験則ばかりに頼るのではなく、対象となる児童生徒

のニーズを査定し、理論や実証研究を通じて裏付け

された教育実践を展開し、その効果を科学的手法に

よって測定することが重視される。無論、全ての教

育実践やプログラムにエビデンスを求めることは現

実的に難しいし、それ以外の教育を排斥する "EBP

至上主義..に陥るのも有益ではないだろう。それで

も、こうしたエビデンスを重視した教育実践は、教

育相談の実践形態に広がりをもたらすとともに、よ

り多くの児童生徒の心身の健康や全人的な発達を促

進するうえで、今後より求められるアプローチとな

るだろう。以下、教育相談における EBPの展開に寄

与し得るアプローチとして、「予防教育科学」と「発

達観想科学」という 2つの科学的アプローチの知見

を概観しておきたい。

3-2. 予防教育科学

(p revent1on education science) 

3-2-1. 予防教育科学と“トップ・セルフ”

ここまで概観してきた、児童生徒を取り巻く様々

な問題を「予防」するための「教育」は、「予防教

育」という呼称のもとでも展開されている。近年で

は、この予防教育と教育科学を融合させた（予防教

育科学）“トップ・セルフ「『いのち』と友情の学校

予防教育」 (TOPSELF: Trial Of Prevention School 

Education for Life and Friendship)., というプログラ

ムが実践されている。一例を挙げると、 2014年度だ

けでも三重県、京都府、岡山県、愛知県、岐阜県、

福井県、徳島県などで準備・実践が進められ、教育

相談において重要な役割を担う養護教諭を対象とし

た講演・実習（香川県養護教諭部会夏季研修会）も
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開催されている（鳴門教育大学予防教育科学センタ

-, 2015)。

トップ・セルフは、広範な予防教育科学の知見に

依拠した、大別すると 2つの教育から構成される。

一つは、健康や適応に影響を及ぽす心的特性の育成

を中心とした「ベース総合教育」であり、もう一つ

は、いじめなど、特定の健康問題や適応問題に特化

した内容を扱う「オプショナル教育」である（鳴門

教育大学予防教育科学センター， 2013)。このうち、

ベース総合教育では、健康と適応をもたらす最終的

な育成目標として、「何かをするとき、自分が自分の

意思で動き、自分がその営みそのものを楽しみ、自

分で独自なものを創造していく」（山崎・内田， 2010,

p.19)特性である「自律性」と、「対人交渉を円滑

にし、互いに思いやり、助け合う心的特性（認知、

感情、行動など）を総称した性格」（山崎 2013b,

p.298-299)である「対人関係性」という二つの性

格（認知、感情、行動のパターンによって形成）が

掲げられている。トップ・セルフでは、この 2つの

性格を涵養するために、「自己信頼心（自信）」、「感

情の理解と対処」、「向社会性」、「ソーシャル・スキ

ル」という教育目標が設定され、この 4つの教育目

標それぞれに、関連する実証研究に基づく目標が階

層的に設定され、各回の授業では、最下層に位置づ

けられる操作目標を達成するための活動が展開され

ている（山崎・佐々木・内田．勝間・松本， 2011)。

3-2-2. トップ・セルフの特徴

ここで、 トップ・セルフで展開されてきた各教育

の実証的知見を概観する前に、この教育の特徴を、

理論的背景と授業の構成・方法という観点から簡潔

にまとめておきたい。

(1) 理論的背景

近年、心理学は脳神経研究と結びつきながら、種々

の興味深い知見を産出しているが、とりわけ高次心

理過程（認知や思考等）に及ぼす、非意識的領域（無

意識）の影響に関する議論が注目を集めている

(Bargh,2007及川・木村・北村訳2009; Kahneman, 

2011村井訳2012)。従来、意思決定や行動など、人

間の生活において重要視される心的機能は、主体の

意識によって統制されているという考え方が主流だ

ったが、こうした心理過程は、非意識的な情報処理

により影響されることが明らかになってきたのであ

る。 Wilson(2002, 村田監訳2005)は、こうした

「無意識」を、「意識にはアクセスできないが、判断、

感情、行動には影響を与える心的過程」 (p.32)と

定義し、人間は、膨大な情報量を意識外で処理する

こと（評価、明確化、解釈、行動の開始）で環境に

適応（適応的無意識）してきたと言う。

トップ・セルフでは、こうした近年の意識と無意

識の議論を背景に、とりわけ高次心理過程に情動や

感情が果たす役割、すなわち意思決定や行動の動因

として、情動や感情が機能することを重視する（鳴

門教育大学予防教育科学センター， 2013)。そのた

め、授業を通して主に正感情を喚起し、その素地の

うえに、健康や適応をもたらす望ましい心的特性を

学習させることに主眼が置かれる（山崎・佐々木・

内田• 松本・石本， 2012)。それゆえ、この教育は、

従来の教育形態の一面として見られるような、望ま

しい行動を知的に理解させようとする「認知偏重型

（思考中心的）アプローチ」ではなく、身体感覚に基

づく情動や感情も取り込んだ、全人的なアプローチ

とみなすことができる。

(2) 授業の実際

次に、山崎・佐々木・内田 (2013)を引用しなが

ら、トップ・セルフの実践内容を概観しておきたい。

トップ・セルフの実践にあたっては、授業実施の事

前段階で、児童生徒を 4-6名の小グループ分けす

ることに重点を置く （視力、人間関係、パーソナリ

ティ等を判断材料として構成）。これは、自律性を低

減させる外的コントロール（教師が行う、過度に権

威的な指示等）を減らし、心的特性の発達を促進す

る相互作用を増やすよう、子ども同士の交流を中心

的な活動形態とするためである（山崎他， 2011)。

実際の授業はまず、「授業時の注意」、「授業の目

的」、「導入アニメ・ストーリー（当該授業の目標を

達成する動因が高まるよう、チャレンジ状況が提示

されることが多い）」から始まる。いわゆる「導入」

に該当する部分である。

次に、「展開」に該当する「活動助走（個人や小グ

ループ作業、当該授業の概念的導入等）」と「活動ク

ライマックス」が実施される。特に活動クライマッ
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写真 1 「自己信頼心（自信）の育成」で

使用される教材の一例

クスでは、当該授業の目標を達成するために、先に

理論的背景を概観する中で確認した、情動や感情の

喚起、子どもの注意の持続（授業へ惹きつけ、全て

の子どもの参加度を高める）を可能にする、身体的

動き、集団間の競争、ゲーム性の付与、教材自体の

魅力化（写真 1)、活動への変化の付与といった工夫

が随所に行われている。

最後に、「まとめ」として、「シェアリング」、「終

結アニメ・ストーリー（導入アニメのチャレンジ状

況の解決）」、「授業プロセスの確認」、「授業で学んだ

ことの意義」を実施する。

3-2-3. 予防教育科学の実証的研究

ここからは、これまでに実施されてきたトップ・

セルフの効果を、公刊された教育プログラムを中心

に概観しておきたい。

まず、「自己信頼心（自信）の育成」では、「 I: 

自己と他者の価値の承認」、「II: 自己の心理的欲求

の認識」、「III: 自己の心理的欲求に従う行動」、「N:

心理的欲求に基づく行動の前向きな評価」という 4

つの中位目標を測定（自己評価と他者への評価の両

側面）する項目と、「享受度」と「理解度」の2つの

観点による印象評価が、教育効果の測定に用いられ

ている。自己評価に限った知見を紹介していくと、

まず、中位目標について、小学校4年生では、 II、

皿、 Wに時期の主効果が認められ、 Iは女子のみ教

育前後で向上すること（安田・佐々木・山崎，2013)、

小学校6年生では、 I、1II、Wに授業前後で有意な

改善が生じること（村上 ・山崎.2014)、中学校 1年

生では、全ての中位目標に改善が認められること（安

藤・山崎， 2014)が明らかになった。また、授業に

対する印象評価については、小学校4年生では、「楽

しかった」が 100%、「（授業内容を）よく理解でき

た」が男子 85%、女子 91.3%(安田・佐々木 ・山

崎 2013)、小学校6年生では、「とても楽しかった」

および「わりと楽しかった」が男子 91.5%、女子

80.0%、「よく理解できた」および「だいたい理解で

きた」が男子93.7%、女子96.0%であった（村上・

山崎 2014)。

次に、「感情の理解と対処の育成」では、小学校6

年生対象のプログラムを実施したところ、「 I: 感情

の同定」、「II: 感情の理解」、「m:感情への対処」

という 3つの中位目標それぞれに、時期の有意な主

効果が確認された（福田・内田・山崎， 2013)。印象

評価については、「とても楽しかった」および「わり

と楽しかった」が男子 89.5%、女子 92.5%、「よく

理解できた」および「だいたい理解できた」が男子

98.2%、女子 98.1%であった。

いずれの教育プログラムも、統制条件は設定され

ていないため、調査計画の精緻化は今後の課題であ

るものの、 8-9割の児童が楽しくわかりやすいと

評価している点は特筆に値するだろう。なお、近年

では、中位目標以外にも「Q-U(Questionnaire-

Utilities)」や、自記式質問紙の限界点から、無意識・

非意識的領域の心性を測定するために、「児童用イン

プリシット感情測定法（無意味図形を提示し、児童

がその図形がどのような気持ちを表していると反応

するかを測定）」や「作文法」を評価項目に含んだ評

価が行われ、実施時期も、教育実施 lヶ月前、教育

前 1週間中、教育後 1週間中と、 3回にわたる測定

が実施されている（山崎 ・内田・村上， 2014)。

3-3. 発達観想科学 (developmental

contemplative science) 

3-3-1. 発達観想科学とは何か

開発的・予防的な教育相談において活用可能な科

学的アプローチの第二の側面として、発達観想科学

(developmental contemplative science: DCS) をと

りあげる。これは、「心身システムに関する新たな理

解や、こうした理解が様々な心身訓練法による生涯

を通した変容にもたらす可能性を抽出するための、
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萌芽的で、学際的な活動」 (Roeser& Pinela, 2014, p. 

11)である。 Roeser& Pinela (2014)は、これまで

の瞑想研究や発達心理学の知見を引きつつ、 DCSの

中核的な仮説を、 (1)脳は本質的に適応的であり、神

経可塑性を通じて経験や教育に応じて変化する、 (2)

マインドフルネスやコンパッションの長期にわたる

実践は、認知、感情、運動などのプロセスを改善す

る、 (3)幼児期早期や青年期早期のように、特定の脳

領域やネットワークが特に修正可能で、発達課題を

乗り越え、健康、ウェル・ビーイング、学業上の成功、

社会参加のためのスキルや性向を獲得する援助ができ

る時期を、「好機到来 (windowsof opportunity)」の

可能性とみなす、という 3つに集約している。すな

わち DCSにおいては、脳神経系の可塑性に注目しな

がら、発達段階に応じた適切な時期に、適応上有益

なスキルや特性を涵養するものとして、マインドフ

ルネスやコンパッションなどの観想的な実践の果た

す役割を重要視するのである。

これまでも、ホリスティック教育を中心として、

瞑想をはじめとする心身技法は様々な形で教育に導

入され議論されてきたが (Miller,1999中川監訳

2010)、こうした取組みが、近年の科学的知見と合流

する中で、人間に適応的な変容をもたらす正当な実

践体系として評価されているのである（観想教育のレ

ビューとして Waters,Barsky, Ridd & Allen, 2015)。

本論では、紙面の都合で、コンパッションに関す

る知見を中心に紹介するので、マインドフルネスに

ついては、ここで簡単に触れるにとどめておきたい。

マインドフルネスは、「意図的に、今この瞬間に、

価値判断をすることなく注意を向けること」と定義

されることが多く、こうした注意を涵養することによ

って、「今この瞬間の現実に対する、より深い気づき、

明晰さ、受容」を高めることができると言う (Kabat

-Zinn, 1994/2005)。また、マインドフルネスは、認

知行動療法の第三世代（マインドフルネス認知療法、

弁証法的行動療法、アクセプタンス・コミットメン

ト・セラビー）と呼ばれる大きな潮流の中核的な要

素であり、多大な注目を集める概念である。

海外では、 "Mindfulschools"をはじめ、適応や健

康の増進を目的として、児童や青年 (Britton,Lepp, 

Niles, Rocha, Fisher, & Gold, 2014 : レビューとして

Greenberg & Harris, 2012 や Zenner,Herrnleben-

Kurz, & Walach, 2014)、親や教師 (Ancona& 

Mendelson, 2014; Roser, Skinner, Beers, & Jennings, 

2012) を対象に多くの実践や研究が行われている。

例えば、青少年向けのワークプックでは、マインド

フル・イーティング、ペットとのマインドフルネス、

歩行瞑想、呼吸や身体感覚に注意を向ける瞑想など

が紹介されている (Biegel,2009; Shapiro & Sprague, 

2009)。また、わが国でも、 ADHD症状改善を目的

とした介入（藤田・橋本・嶋田 2013)が行われた

ほか、“マインドフルネス学会＂が設立されるなど、

大きな動向となりつつある。

3-3-2. コンパッションの実証的研究

(1) コンパッションとは何か

コンパッションの語源は、ラテン語の「com(with/ 

together)」＝「共に／一緒に」＋「pati(to suffer)」

＝「苦しむ、苦痛を感じる」であり、フランス語を

経由して成立したと言われている (Singer& 

Klimecki, 2014)。近年では、コンパッションに関す

る心理学的研究が様々に展開されており、それぞれ

に操作的定義を提案している。一例を挙げると、

Keltner & Goetz (2007)は、コンパッションを、「他

者の苦悩を気にかけたり、ある人の幸福が高まるこ

とを願ったりする際に経験する感情」 (p.159) と定

義し、「共感」、「同情 (pity)」、「無償の愛 (agape)」

といった概念と弁別している。また、 Leiberg,

Klimecki, & Singer (2011)は、「他者に対する暖か

さ、愛、思いやりといった感情や、援助し他者の幸

福を増進させたいという願望に特徴付けられる、感

情や動機付けの状態」と定義している。また、 Gilbert

& Choden (2013)は、「苦難から目を逸らすのでは

なく向き合うこと（関与）」、「苦難を緩和するスキル

をもつこと（すべきことを知る）」、「苦難の原因を取

り除くこと（予防）」、「心の安寧や幸福が生起するよ

うな状況を創造すること（ウェル・ビーイング）」と

いう、相互に関連し合う 4側面を想定している。

こうした定義から示唆されるように、コンパッシ

ョンは、「他者の抱える苦難の認識」と、「苦難を抱

える他者の援助（あるいは幸福の状態）を願う感情」

という主要な特徴をもち、共感との概念的弁別が図

られてきたことが分かる。特に、他者の苦痛に対す

る共感的な応答は、過度のネガテイプ感情から自分
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を守るために、その状況から身をひきたいという欲

求を伴うような、回避的かつ自己志向的な反応をも

たらす「共感ストレス (empathicdistress)」を引き

起こすことも指摘されているが、コンパッションは、

援助欲求を伴う接近的で向社会的な動機付けと見な

されている (Singer& Klimecki, 2014)。

以下、「他者へのコンパッション」、「他者から受け

るコンパッション／自らがコンパッションの対象と

なる」、「自分に対するコンパッション／セルフ・コ

ンパッション」という、コンパッションの 3つの指

向性ごとに (Jazaieri,Jinpa, McGonigal, Rosenberg, 

Finkelstein, Simon-Thomas, Cullen, Doty, Gross, & 

Goldin, 2013)、実証研究を概観する。

(2) 他者へのコンパッション

コンパッションに関する科学的研究には、瞑想の

熟達者への協力を仰いだものがある。例えばLutz,

Brefczynski-Lewis, Johnstone, & Davidson (2008) 

は、仏教瞑想の実践時間が 10,000~ 50,000時間ほ

どの熟練者と、 1週間にわたり毎日 1時間瞑想（慈悲

の瞑想と他の瞑想を各 20分ずつ）を実施した初心者

（瞑想の事前経験無し）の脳活動を fMR1を用いて比

較した。その結果、瞑想時にネガテイプ刺激（ストレ

ス状態にある人の声等）を聞くと、熟練者は初心者に

比べて体性感覚領域が活性化することや、瞑想時の熟

練者は、上側頭溝後部 (posteriorsuperior temporal 

sulcus: pS1S)や側頭頭頂接合部 (temporoparietal

junction: TPJ)の右側が活性化することが明らかに

なっており、コンパッションの瞑想の実践が、情動

の共有と視点取得の双方を高めることが示唆されて

いる (Lutzet al., 2008)。

また、 Klimecki,Leiberg, Ricard, & Singer (2013) 

は、「他者の苦悩への反応」という共通性をもつ、コ

ンパッションと共感のトレーニング効果を対比した。

実験参加者は、共感トレーニングとコンパッション・

トレーニングをそれぞれ4週間ずつ受ける群 (25名）

か、記憶トレーニングを 4週間 x2回 (28名）受け

る群にランダムに振り分けられ、 3回（実施前、 ト

レーニング 1実施後、 トレーニング2実施後）にわ

たる社会的l冑動ビデオ課題 (SoVT;苦悩を抱えた人

=HE条件と、日常生活の様子=LE条件に関するビ

デオクリップを観た後、ビデオヘの共感度や感情を

測定）を受けた。

その結果、コンパッション・トレーニングを受け

ると、（記憶トレーニングに比べ）眼商前頭皮質内側

部 (mOFC)、前帯状皮質の前部 (pregenualanterior 

cingulate cortex: pACC)、腹側線条体、中前頭回の

右側が活性化し、共感トレーニングを受けると、（記

憶トレーニングに比べ） HE条件において、島の左

側、前頭前皮質背外側部 (dorsolateralprefrontal 

cortec: DLPFC)、中帯状皮質前部 (anteriormiddle 

cingulate cortex: aMCC)、後部被殻、淡蒼球等の領

域が活性化することが明らかになった。コンパッシ

ョンでは親和や報酬、ポジテイプ感情に関わる領域

が、共感では痛みやネガテイプ感情に関わる領域が

賦活されており、コンパッションのトレーニングを

受けることによって、苦悩の存在を否定しネガティ

プな現実を歪曲するのではなく、ポジティブ感情が

増強することが示唆された (Klimeckiet al., 2013)。

実験の結果を受け Klimeckiet al. (2013)は、コン

パッションが、共感的苦痛の影響を弱め、バーンア

ウトの予防にも有効ではないかと論じている。

他にも、チベット仏教僧の TenzinNegiが、 11世

紀のチベット仏教を世俗化した認知的コンパッショ

ン・トレーニング (cognitive-basedcompassion 

training: CBCT)に関する一連の研究がある。 71名

の青少年（平均年齢 14.7歳）に対する介入研究で

は、 6週間にわたる CBCTの実践セッションの回数

と、 C反応性蛋白（体内で炎症が生じると増加）の

間に、負の相関が認められることが明らかになった

(Pace, Negi, Dodson-Lavelle, Ozawa-de Silva, 

Reddy, Cole, Danese, Craighead, & Raison, 2013)。

また、大学生を対象とした介入では (Pace,Negi, 

Adame, Cole, Sivilli, Brown, Issa, & Raison, 2009)、

コンパッション群（統制条件は健康に関するデイス

カッション群）では、一週間あたりの瞑想実施時間

と、ストレス課題 (TrierSocial Stress Test : TSST ; 

ビデオや観衆の面前で暗算等の課題を実施）後のイ

ンターロイキン 6(IL-6)やPOMSの値がそれぞれ

負の相関を示すことが明らかになった。

以上のような研究成果から、コンバッションに関

連する観想的な実践を継続的に積み重ねることで、

従来教育相談で重視されてきた向社会的な心性や心

身の健康について、脳神経系や免疫系など種々のレ
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，
 ベルにおいても改善がもたらされることが明らかに

なっている。

コンパッションについてもう一点確認しておきた

いのは、不適応的なコンパッションの存在である。

Catarino, Gilbert, McEwan, & Baiao (2014)は、「他

の人に、私を思慮深く親切な人だと思ってもらえる

よう、他の人の気持ちをケアしていることを見せよ

うとする」、「十分に思いやりを示さなければ、拒絶

されるのではないかと心配している」といった項目

から構成される、「服従的コンパッション尺度」 (the

subrmssive compassion scale) を作成しt・ っ、
~o'- っし

た指標は、抑うつ、不安、ストレスと正の相関を示

すだけではなく、友人へのコンパッション志向尺度

や、他者への慈愛尺度といった、本来的なコンパッ

ションの指標とは相関を示さないことも明らかにな

った。思春期にさしかかる多くの児童生徒にとって、

友人関係を円滑に構築することは非常に重要な関心

事になるが、こうした服従的な態度がもたらす不適

応的な状態についても理解を示す必要があるだろう。

(3) 自分へのコンパッション

次に、自分に向かうコンパッションは、「セルフ・

コンパッション (self-compassion:SC)」という概念

のもと研究が進められてきた (Neff,2011)。SC研究

の第一人者である Neff(2003a)は、 SCを構成する

中核的な3要素を、「自分へのやさしさ (self-kindness:

厳しい判断や自己批判ではなく、やさしさや理解を

自分自身に広げること）」、「共通の人間性 (common

humanity: 自らの体験を、分離し孤立したものでは

なく、より大きなつながりの中で人間の経験の一部

として見なすこと）」、「マインドフルネス (mindfulness:

痛みを伴う思考や感情に過剰に同一化するのではな

く、バランスのとれた気づきの中でそれらを抱える

こと）」と定式化している。そして、 SCと他の心理

的変数との関連を調べた結果 (Neff,2003b)、自尊感

情や自己決定といった尺度が、自己愛の指標と正の

相関を示す中、 SCは有意な相関を示さず、自尊感情

を統制した際には、自己愛と負の相関関係（ただし、

有意ではない）を示した。さらに、 SCと、抑うつや

不安との間に負の相関が示され、この関係は自尊感

情を統制した際にも消失することはなかったのであ

る。教育相談では自尊感情の重要性が説かれること

があるが、こうした結果は、適応的な精神的健康を

育成するうえで、 SCという新たな自己概念研究に注

目する必要を示唆するものである。

他の研究では、 SCの高さは、ストレス誘発後の

IL-6を低減する予測要因となり (Breines,Thoma, 

Gianferante, Hanlin, Chen, & Rohleder, 2014)、また、

SCを涵養するプログラムによって、心理的健康の各

種指標に肯定的な変化がもたらされることが明らか

になっている (Neff& Germer, 2012)。

(4) 他者からのコンパッション

最後に、「他者から受けるコンパッション」は、主

に「コンパッションヘの恐れ (fearsof compassion)」

として研究が進められている。ここには、他者への

コンパッションの提供、他者からのコンパッション

の享受、自らへのコンパッションの提供という、 3

つの側面に対する恐怖や抵抗が含まれている

(Gilbert, McEwan, Matos, & Rivis, 2011)。

Gilbert et al. (2011)は、この 3つのベクトルそれ

ぞれが、心配、抑うつ、不安、ストレスといった指

標と正の相関を示すことを明らかにした。なお、「他

者からのコンパッションヘの恐れ」には、「他の人か

らやさしくされると、どういうわけかゾッとする」

という項目が含まれている。他の研究 (Gilbert,

McEwan, Gibbons, Chotai, Duarte, & Matos, 2012) 

でも、他者からのコンパッションヘの恐れは、アレ

キシサイミアを有意に予測することも明らかになっ

た。

Gilbert, McEwan, Catarino, & Baiao (2014)は、こ

うしたコンパッションヘの恐れの原因として、人に

よってコンパッションが弱みや甘やかしと受けとら

れること、やさしさに触れると幼少期の虐待経験が

想起される人がいること、内面から消し去れない悪

（感l胄や思考）や怒りのために、自らをコンパッショ

ンを受ける価値のない人間と考える人がいることな

どを挙げている。特に、開発的アプローチにおいて

は、集団での一斉実施が現実的な実践形態となるで

あろうから、コンパッションヘの恐れという概念を

念頭に置きつつ、拒絶や抵抗を示す児童生徒に対す

る個別の配慮が必要となるだろう。
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4. 学級担任へのコンサルテ＿ションの重要性

4-1. 学級担任を取り巻く今日的課題

ここまで、開発的・予防的アプローチについて概

観してきたが、こうしたアプローチは、全ての児童

生徒が適応的な生活を送るための種々の技能や態度

を形成することを、機能的な目的としていた。薬物、

インターネット、性、いじめ等、今日において、よ

り多様化し複雑化した問題が深刻化するのを、可能

な限り未然に防ぐという意味においても、学級担任

を中心とした児童生徒への集団的な教育相談は必須

である。また先にも述べた通り、多忙極まる今日の

教育現場にあって、新たな教育実践を十分に研究す

る時間的な余裕はないものと思われるので、効率的・

効果的な教育実践が展開されるよう、関連分野の専

門家が当該教員を援助する「コンサルタント」の役

割がより重要となる。

また、「全ての」児童生徒を対象にした教育実践に

あたっては、多様な「認知的個性」（松村・石川・佐

野，小倉， 2010)や性格特性を備えた子どもが射程

に入ることに留意する必要がある。文部科学省

(2012) による調査（担任教員の回答）では、「知的

発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい

困難を示す」とされた児童生徒の割合は 6.5%(推

定値）にのぽることが明らかになった。一連の結果

を受け文部科学省 (2012)は、「学習面又は行動面で

著しい困難を示すとされた児童生徒を取り出して支

援するだけではなく、それらの児童生徒も含めた学

級全体に対する指導をどのように行うのかを考えて

いく必要がある。例えば、社会生活上の基本的な技

能を身に付けるための学習を取り入れる、学習面又

は行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒が理

解しやすいよう配慮した授業改善を行うなどの対応

を進めていくべき」 (p.13)と提言を行っている。こ

うした現状にあっては、可能な限り全ての児童生徒

を包括する、インクルージブな教育実践の技法や態

度の獲褥を目的としたコンサルテーションが重要と

なる。

こうしたコンサルテーションの重要性は年々高ま

っており、組織へのコンサルテーションに関する種々

の理論的・実践的研究のレビュー（伊藤， 2009)や、

通常学校・通常学級における学校コンサルテーショ

ン事例のレビュー（佐藤・加瀬， 2014)が行われて

いるのも、研究成果が蓄積されてきている証左と言

えるだろう。また、高校教師 118名を対象とした調

査では、 87.3%の教師が、スクールカウンセラーか

らのコンサルテーションを希望することや、教科指

導に高い効力感を示す教師は、コンサルテーション

の有効性を理解していることが明らかになっている

（谷島， 2008)。こうした調査も、現場レベルで、コ

ンサルテーションに対する一定のニーズが存在する

ことを示唆するものである。

本論では、こうしたコンサルテーションの在り方

について、 トップ・セルフとの関連を中心に論じて

いくが、 DSCとコンサルテーションの関連も、今後

の動向を注視すべきトピックである。近年、特に多

様な認知的個性をもつ児童生徒への教育実践という

点では、マインドフルネスを採り入れた介入が、特

別な支援を必要とする青少年に一定の成果を見せ

(Zylowska, Ackerman, Yang, Futrell, Horton, Sigi 

Hale, Pataki, & Smalley, 2007 ; 藤田・橋本・嶋田，

2013 ; Haydicky, Sheeter, Wiener, & Ducharme, 

2015)、その保護者や教師の養育能力を向上させるこ

とも明らかになっている (Benn,Akiva, Arel & Roeser, 

2012)。また、コンサルテーションとマインドフルネ

スの接合点に関する考察も行われるなど (Davis,

2014)、コンサルテーションと DSCの関連性を示唆

する知見がいくつか産出されており、今後の展開が

期待される分野となっている。

4-2. コンサルテーションとは何か

ここでは、コンサルテーションの定義を確認した

い。まず、 Erchul& Martens (2010) は、学校コン

サルテーションを次のように定義している。

「学校コンサルテーションとは、心理学的サー

ビスや教育的サービスを提供するプロセスであ

る。このプロセスにおいて、専門家（コンサル

タント）は職員（コンサルティ）と協力し、生

徒（クライエント）や生徒集団の学習や適応の

向上に取り組む。コンサルタントは、対面での

やりとりを行う中で、系統的問題解決、社会的

影響、専門的支援を通して、コンサルティを援

助する。次に、コンサルティは、学校を基礎と

した効果的な介入を選択したり実行したりして、
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クライエントを援助する。いかなる場合でも、

学校コンサルテーションは治療的機能を担い、

予防的機能を提供する可能性をもつ。」 (pp.12-

13) 

こうした定義のもと、 Erchul& Martens (2010) 

は、この分野の中心的アプローチであるメンタルヘ

ルス・コンサルテーション（クライエント中心的）

と、行動コンサルテーション（問題解決中心的）の

利点と課題を整理し、統合的な学校コンサルテーシ

ョンモデルを提唱している。このモデルにおいては、

(1)「コンサルテーションの先駆段階」として、「学校

や学級集団の理解」と「サービス提供ネットワーク

への参入」が含まれ、 (2)「コンサルテーションの作

業段階」として、「問題解決課題（クライエントの直

面する問題の査定や効果的な技法の実施）」、「社会的

影響課題（主としてコンサルティの態度や行動変容

に及ぼす影響力）」、「支援課題と成長課題（コンサル

ティの実践や専門的技能の向上を支援）」のそれぞれ

が相互に関連し合い、 (3)「コンサルテーションの成

果段階」として、「クライエントの学習や適応の改

善」や「コンサルティの専門性の向上」が挙げられ

ている。

また石隈 (1999)は、学校現場において、複数の

援助者から構成される援助チームにおいては、それ

ぞれのメンバーがコンサルタントにもコンサルティ

にもなり得るとし、こうした相互コンサルテーショ

ンを、「同じ組織内（例：学校）または異なる組織間

において、異なった専門性や役割をもつ者同士が、

それぞれの専門性や役割に基づき、特定の援助対象

の問題状況と援助の実情について検討し、今後の援

助のあり方について話し合うプロセス（作戦会議）」

(p. 261) と定義している。

このように、コンサルテーションには、喫緊の課

題解決に向けた協働援助（コンサルタントによるク

ライエントの間接的援助）と、援助能力の向上を通

した予防的機能という、大きな 2つの目的が含まれ

ている。そして、こうした目的を果たすために、「問

題解決型」、「研修型（教師や保護者を対象とした、

援助能力向上のための研修会の企画等）」、「システム

介入型（学級や学校組織の抱える問題への介入）」と

いった種類のコンサルテーションが実施される（石

隈， 1999)。

4-3. 教育実践を最適化するコンサルテーション

ところで、コンサルテーションは、学校種別に応

じてプライオリティが変化するようであるが、特に

中学校などでは、総合学習の授業案として、人権教

育やストレスマネジメント教育などを提案し、間接

的に教師のストレスマネジメントを実施することが、

受け入れられやすく実践的であるという（山内・小

林， 2000)。先に紹介したトップ・セルフも、総合学

習の時間を中心に多くの学校で実践されてきたが、

授業の実施にあたり、コンサルテーションの一環と

して、事前の小グループ構成（座席表作成）や、必

要に応じた授業講評、教師の授業実践の支援等を行

ってきた。

その内容は多岐にわたるが、一つには、先に見て

きた情動・感情の喚起、授業に対する注意の持続を

達成するためのコンサルテーションが含まれる。例

えば、鳴門教育大学予防教育科学センター (2014)

が発刊する『学校主導で予防教育を実施する場合の

手順Version2』では、①授業のリズムとテンポを維

持するために、助長な説明は避け、授業者の発話を

最小限抑えること、②緩急や強弱を織り交ぜ、子ど

もの注意をひき続けること、③子ども目線で、同じ

ように授業を楽しむこと、④特に小学校では、躍動

感ある動きをとりいれることなどが明記されている。

また、基本的な態度して、「①知識を授けるだけで

は子どもは変わらないことに留意する、②子どもは、

本来自分で正しく伸びていく力をもっているという

視点を重視する、③賞罰の危険性と与えるときの注

意点に留意する、④内発的動機づけを重視する、⑤

子ども同士の交わりや助け合いを多用する、⑥子ど

もの個人差は大きく、その個人差を考慮した働きか

けをする」（鳴門教育大学予防教育科学センター，

2013, p. 186) ことなどが含まれる。

以上のようなスキルや態度を伴ってトップ・セル

フは実施されるが、事前段階では学習面や行動面で

の困難を示すとされた児童生徒が、授業に継続して

集中的に参加するという場面に出くわすことがある。

もちろん、加配の教員との協同に負う部分もあるし、

特別な支援を要する児童の全てが、十全な参加を果

たせているわけではないことも付記する必要はある。
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しかし、先に示したトップ・セルフの授業評価に見

られるように、楽しくわかりやすい授業が展開され、

それを支えるスキルや態度に、上記コンサルテーシ

ョンの内容も活かされていると言えよう。

こうしたスキルや態度は、開発的教育相談を円滑

に遂行し、その機能を最適化するための指針を示す

ものである。近年では、コンサルテーションに関す

る海外の研究動向は、事後対応的で治療的なモデル

から、事前対応的で予防的なモデルに焦点が移って

おり (Blom-Hoffman& Rose, 2007)、「クラス・授

業運営（教授スキル）」を中心的な課題とするコンサ

ルテーションは、今後その重要性を増すことが予想

される。

また、上記のようなコンサルテーションの内容は、

予防教育という文脈でなくとも、子どもと接する教

員や保護者、各種支援者に、一つの有益な視点をも

たらすものと言える。授業という教師の専門領域に、

近年の科学的知見から導出された教育を達成するた

めの各種態度やスキルを合流させるこうした取組み

は、通常の学級で行われる教育実践や、保護者の養

育、学校運営を異なる観点から省察することへ発展

する可能性を十分に含んでいるのである。これによ

って、子どもやクラス集団の健康や適応、学習面の

向上を目的とした実践に関する議論が賦活し、子ど

もや学級、ひいては学校・地域全体が、適応や健康

につながる資源を向上させる知見が蓄積されること

が望ましい。

5. おわりに

本論では、学校や学級集団への適応を高める教育

相談として、開発的・予防的アプローチの意義を論

じると共に、こうしたアプローチの遂行において求

められるコンサルテーションの在り方について論じ

た。最後に、今後の展望や課題をまとめておきたい。

まず、開発的・予防的アプローチとして概説した

「予防教育科学」と「発達観想科学」という 2つの実

践形態について、前者は、継続的な正感情の喚起を

目的とするために、刺激価の高い活動や教材を駆使

し、後者は、瞑想やヨガに見られる心身技法を活動

の中心に据える点が特徴的である。こうした違いを、

前者を「動」の教育、後者を「静」の教育という、

それぞれ異なる性質をもつ教育実践として整理する

こともできるだろう。筆者はこここで、異なる性質

をもつこれらの教育が、補完的な役割を果たす可能

性について述べておきたい。 DSCの一技法であるマ

インドフルネスを教育場面に適用するにあたって、

中川 (2005)は以下のような問題点を指摘している。

「しばしばそれは簡単な方法と受け取られやすい

が、それに熟達した人にはそうであるとしても、

実際には決して容易なものではない。内面の動

きに対して敏感な気づきを維持することは大変

に難しいという点に加え、とくに感情の場合は、

すぐにそれにのみ込まれ、気づきを維持するこ

とはできない。したがって感情に取り組むには、

日常的にマインドフルネスを訓練しておかなく

てはならない。さもなければ、感情表現による

圧力減少を伴わないがゆえに、それは内的な緊

張を高め、感情を抑圧することにもなりかねな

ぃ」 (p.231) 

こうした、感情抑圧の問題に対応するために、中

川 (2005)は、静的な坐位瞑想の活動前に、感情表

現のエクササイズをとりいれるといった、感情表現

と自覚の技法を統合したアプローチを提案している。

この点についてトップ・セルフの授業（特に低学年）

では、元気よく声を出し、身体動作を伴う活動に積

極的に関与することが求められる。実際、筆者が実

践したある学級では、発表を希望する際に威勢のよ

い発声を繰り返したために、顔面が紅潮し、呼吸速

度が向上する児童を多く見かけたが、 トップ・セル

フにおいては、こうした自由な感情表現が行われる

場面を目にすることが少なくないのである。

このような「動」の性質は、まさに、中川 (2005)

が主張する自覚の技法を補完する教育に求められる

重要な要素である。また、 トップ・セルフでは、感

情（特定の名称で指示できるような、意識にのぼっ

た情動）への自覚が重視されるが、それはまさに、

マインドフルネスなどの自覚の技法の中心的要素で

もある。それゆえ、両者が学校教育において組み合

わせられ、相乗的な効果をもたらす可能性があるの

ではないだろうか。今後は、マインドフルネスによ

る感情抑圧の問題、ならびにそれを補う感情表現の

役割について、基礎研究の段階からそのメカニズム
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が実証され、こうした教育実践の有効性に関する議

論を行う必要があるだろう。

次に、コンサルテーションについては、基礎研究

の蓄積や他のモデルを通じた検証を行うことで、そ

の有益な在り方を整理していくことが、今後の展望

として挙げられる。例えば、一つの方向性として、

上述のスキルや態度のうち、他の教育実践に転用可

能な共通要因を探索的に抽出し、それらと、児童や

教師の健康や学習面に関する様々な指標（学校や授

業への満足度、適応度、学級風土等）との関連を調

査することや、実験パラダイムに基づく教授スキル

の効果を検証することが挙げられる。既にトップ・

セルフを実施したある学校では、他の教科に、その

授業スキルを部分的に採用しているという。こうし

た、日頃の教育実践への転用が、いかなる効果をも

たらすかを具に検討することで、コンサルテーショ

ンの有効性に関するエビデンスの蓄積へとつながる

だろう。

さらに、こうした一連のコンサルテーションのプ

ロセスを、例えばErchul& Martens (2010)の提唱

する統合モデルに照らし合わせた場合、コンサルテ

ーションの作業段階において、「ある開発的・予防的

アプローチ（例えばトップ・セルフ）の利点や重要

性をコンサルティに理解してもらうための有効な方

途は何か（社会的影響課題）」、「こうしたアプローチ

の遂行における現実的な援助手段（例えば、ティー

チングアシスタントや実践者向けツールの活用）は

何か（支援課題と成長課題）」、「こうしたアプローチ

を他の教育実践や児童生徒の抱える課題への対応に

活用することは可能か（問題解決課題）」という、多

様な視点から整理することが可能となるだろう。こ

うしたモデルを用いて、多様な実証研究や実践を包

括し、比較検討することによって、コンサルテーシ

ョンに関する議論の発展が期待される。こうした作

業を通して、児童生徒を援助する関係者が知恵と経

験を出し合い、児童生徒の幸福を成就するための、共

同生成的で豊かな教育実践が展開されていくだろう。
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